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１ 求職活動支援基本計画書（様式第１号）記載例 

 

 

  

こちらの様式は、求職活動支援書対象者について再就職支援コー
スを受給しようとする場合のみ必要です。 

求職活動支援書を作成する前に必ず作成し、管轄の労働局へ提出
してください。 

計画の申請を行う事業主の氏名（法人の場合は名称および代表者の氏名

を記載）、住所を記載してください。 

計画の対象となる事業所の名称、所在地を記載してください。 

求職活動支援基本計画の措置の具体的な内容について記載してくださ

い。 

ただし、再就職支援コースで申請予定の実施内容（職業紹介事業者への再

就職支援、求職活動のための休暇付与または職業訓練実施機関への職業

訓練委託の少なくともいずれか一つ）が含まれていることが必要です。 

計画内容について労働組合等の同意を得たことを証明するため、代表者

の氏名を記載してください。 

また、代表者が適切に選出された者であること等をチェックボックスに

より確認してください。 
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２ 高年齢離職予定者に関する一覧（様式第１号別紙）記載例 

  

求職活動支援書の交付を希望する対象労
働者がいる場合に記載して提出してくだ
さい。 

求職活動支援基本計画書（様式第１号）の「Ⅳ高
年齢者離職予定者の数」と同数になるようにし
てください。 

イ 記載された賃金額が、求職活動支援書に記載されることについて、対象労働者本人の同意を得て記載

してください。記載された賃金は、労働移動支援助成金（早期雇入れ支援コース）の賃金上昇加算の確認

指標となりますので、対象労働者本人に対して、労働移動支援助成金（再就職支援コース）のパンフレッ

トを用いて説明してください。対象労働者本人の同意を得ることができない場合は、空欄で提出してくだ

さい。 

ロ 求職活動支援計画書の提出日の直近の賃金支払日に支払われた「毎月決まって支払われる賃金」を記

載してください。 

｢毎月決まって支払われる賃金｣とは、 時間外手当及び 休日手当を除いた、毎月決まって支払われる基本

給及び諸手当を言います。（労働協約、就業規則又は労働契約において明示されているものに限ります。） 

 諸手当に含むか否かは以下によります。 

 （ｲ）諸手当に含むもの。 

  ａ 労働と直接的な関係が認められ、労働者の個人的事情とは関係なく支給される手当（役職手当、

資格手当、資格ではないが労働者の一定の能力に対する手当等）。 

 （ﾛ）諸手当に含まないもの。 

  ａ 月ごとに支払われるか否かが変動するような手当（時間外手当（固定残業代を含む）、休日手当、

夜勤手当、出張手当、精勤手当、報奨金等） 

  ｂ 労働と直接的な関係が薄く、当該労働者の個人的事情により支給される手当（家族手当（扶養手

当）、通勤手当、別居手当、子女教育手当、皆勤手当、住宅手当等）。 

 （ハ） 上記（ｲ）、（ﾛ）で挙げた手当以外の手当については、手当の名称に関わらず実態により判断す

ることとし、上記（ｲ）に挙げた手当であっても、月ごとに支払われるか否かが変動するような手当と認

められる場合は諸手当から除外し、上記（ﾛ）に挙げた手当であっても、例えば以下のように、月ごとに

支払われるか否かが変動しないような手当は諸手当に含めることとする。 

  ａ 扶養家族の有無、家族の人数に関係なく労働者全員に対して一律に定額で支給する家族手当。 

  ｂ 通勤に要した費用や通勤距離に関係なく労働者全員に対して一律に定額で支給する通勤手当。 

  ｃ 住宅の形態（賃貸・持家）ごとに労働者全員に対して一律に定額で支給する住宅手当。 

ハ 当該賃金額を確認するための書類として、賃金台帳等またはその写しをあわせて提出してください。 

ニ 求職活動支援計画書の提出日から一定期間が経過しており、かつ当該賃金額が直近に支払われた賃

金と異なる場合であって、   

   対象労働者本人が求職活動支援書に記載された賃金を更新することを希望した場合は、事業所管轄

安定所長からから離職時の賃金に修正していただくようにご連絡することがあります。 
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３ 求職活動支援基本計画変更書（様式第２号）記載例 

  

変更を行う求職活動支援基本計画書の提出日を記載してください。 

変更の内容を具体的に記載してください。 

 

・計画の対象となる労働者を変更する場合は、その変更前と変更後の労働者

の氏名及び人数がわかるように記載してください。（変更が多く記載しきれ

ない場合は別紙により作成したものを添付してください） 

 

・求職活動支援基本計画に記載した措置の具体的内容を変更する場合は、 

「求職活動支援基本計画書」（様式第１号）「V」の記載例を参考に記載して

ください。 

変更内容について労働組合等の同意を得たことを証明するため、同意の有無

を明らかにした上で代表者の氏名を記載してください。 

また、代表者が適切に選出された者であること等をチェックボックスにより

確認してください。 

 

こちらの様式は、提出した様式第１号（求職活動支援基本計画書）
の記載内容に変更が生じた場合に提出してください。 
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４ 早期再就職支援等助成金（再就職支援コース）支給申請書（様式第３－１号）記載例 

 

１～４欄は、申請事業所に係る情報を記載してください。 

５欄は支給申請のもととなった、再就職援助計画または求職活動支援基本計

画に係る内容について記載してください。 

11（1）欄は、職業紹介事業者と委託契約した対象者の数を記載してくださ

い。 

11（2）欄は、支給申請を行う際の支給対象となる対象者の人数を記載して

ください。 

11（3）欄は、労働組合等と合意を得た職業紹介事業者と委託契約を行った

場合に記載してください。 

支給申請までに、記載した職業紹介事業者との委託契約について合意を得て

いたことを証明するため、労働組合の代表者（労働組合がない場合は労働者

の代表者）の氏名を記載してください。 

また、代表者が適切に選出された者であること等をチェックボックスにより

確認してください。 

1３欄は、事業主が人員削減を行う事業部門、事業所、企業単位の等のいずれ

かの組織において、いずれか当てはまる項目について記載してください。 

(1) 生産量（額）、販売量（額）又は売上高等の事業活動を示す指標が、対前

年比 10％以上減少していること。 

(2) 直近の決算における経常利益が赤字であること。 

（記載方法の詳細は申請書裏面をご覧ください） 
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５ 早期再就職支援等助成金（再就職支援コース）支給申請書・続紙（様式第３－２号）記載例 

 

こちらの様式は再就職支援を委託した職業紹介事業者ごとに作成してくだ

さい。 

２欄で記載した職業紹介事業者から退職コンサルティングを受けたかどう

かについて、様式裏面をよくご確認の上記載してください。 

なお、どのようなコンサルティングが退職コンサルティングに当たるかにつ

いてはガイドブック「９ 用語の説明」（21 ページ）もあわせてご覧くださ

い。 
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６ 早期再就職支援等助成金（再就職支援コース）個別表（様式第４号）記載例 

 

再就職が実現した方の離職前の状況について記載してください。 

（１）１の方に対して、職業紹介事業者に再就職支援を委託した場合に記載

してください。 

（１）１の方について、労働組合等と合意した職業紹介事業者ではなく、ご

本人が希望する職業紹介事業者に対して再就職支援を委託した場合に「○」

を記載してください。 

職業紹介事業者が証明した再就職支援証明書（様式第５号）を参照しながら、

（１）１の方が再就職した事業所等について記載してください。 

（休暇付与支援または職業訓練実施支援のみを実施した場合は、ご本人様に

確認の上記載してください。） 

（１）１の方に対して求職活動のための休暇を付与した場合に記載してくだ

さい。 

事業主が直接訓練実施機関に委託して、（１）１の方に対して職業訓練を実施

した場合に記載してください。 
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７ 早期再就職支援等助成金（再就職支援コース）支給申請額内訳（様式第８号）記載例 

 

 

再就職が実現した方に実施した再就職支援の内容等について記載してくだ

さい。 

１の方に対して職業紹介事業者に再就職支援を委託した場合に記載してく

ださい。 

助成率については、様式裏面をご確認いただくか、ガイドブック「７ 支給額

について」（15 ページ）をご確認ください。 

１の方に対して求職活動のための休暇を付与した場合に記載してください。 

１の方の職業訓練について、事業主が直接訓練実施機関に委託して実施した

場合に記載してください。 


